
平成 23 年 3 月期 連結決算概要 

１．連結決算実績（22年4月～23年3月）  
（１）全体概要（連結会社数：連結子会社63社、持分法適用関連会社5社）             （単位：百万m3、億円、円） 

当　期 前　期 増　減 増減率(%) (参考)個別決算

ガ ス 販 売 量 14,745 13,666 1,079 7.9 13,441
売 上 高 15,352 14,157 1,195 8.4 13,298
営 業 利 益 1,224 852 372 43.7 888
経 常 利 益 1,215 835 380 45.5 991
当 期 純 利 益 954 537 417 77.5 674
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 35.63 19.86 15.77 79.4 25.19
１ 株 当 た り 純 資 産 320.70 301.58 19.12 6.3 266.58  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ガス販売量（販売量は45MJ／ｍ3表記） 

当　期 前　期 増   減 増減率(%)
千件 10,739 10,637 102 1.0

百万ｍ3 3,520 3,437 83 2.4

業 務 用 百万ｍ3 3,042 2,943 99 3.4

工 業 用 百万ｍ3 6,237 5,446 791 14.5

百万ｍ3 9,278 8,389 889 10.6

百万ｍ3 1,947 1,841 106 5.8

百万ｍ3 14,745 13,666 1,079 7.9

℃ 16.7 16.5 0.2 ―平 均 気 温
合   計
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① 家庭用需要は、夏場の高気温による給湯需要の減少があったものの、年度初め及び年度末の低気温による給湯・暖房需要の増

加があったこと等で2.4％増加しました。 

② 業務用需要は、夏場の高気温による空調需要の増加があったこと等で3.4％増加しました。 

③ 工業用需要は、発電用需要が増加したこと等により14.5％増加しました。 

④ 他事業者向供給は、年度初めの低気温や夏場の高気温影響等に伴う供給先事業者の需要増により5.8％増加しました。 
 

（３）収支概要（都市ガス以外の内訳は「（4）部門別の概況」参照。全社費用は各事業に配賦不能の営業費用）（単位：億円） 

増  減 増減率(%) 増  減 増減率(%)

原 材 料 費 6,105 1,036 20.4

そ の 他 3,903 △ 334 △ 7.9

計 10,008 702 7.6

5,652 660 13.2
436 △ 99 △ 18.5

事業間内部消去 △ 1,956 △ 436 ― △ 1,969 △ 439 ―

15,352 1,195 8.4 14,127 823 6.2

1,224 372 43.7
168 △ 38 △ 18.1 177 △ 46 △ 20.3

1,215 380 45.5
406 406 ― 67 67 ―

954 417 77.5

909 8.7

営 業 外 費 用

都 市 ガ ス 以 外

売 上 高 営 業 費 用

5,938 723 13.9

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益
特 別 利 益 特 別 損 失

経 常 利 益

収  　　益 費  　　用

営 業 利 益

都 市 ガ ス

都
市
ガ
ス

都 市 ガ ス 以 外
全 社 費 用
事業間内部消去

11,370

 
 

 
（４）部門別の概況                                                                        （単位：億円） 

当　期 前　期 増　減 増減率(%) 当　期 前　期 増　減 増減率(%)
11,370 10,461 909 8.7 1,361 1,155 206 17.9

器具及びガス工事 1,774 1,697 77 4.5 18 21 △ 3 △ 14.3
その他エネルギー 2,212 1,572 640 40.7 111 68 43 62.4
不 動 産 327 327 0 0.0 57 67 △ 10 △ 15.1
そ の 他 1,623 1,616 7 0.4 99 64 35 52.5

5,938 5,215 723 13.9 286 222 64 28.6

売　　上　　高 セグメント利益

都 市 ガ ス 以 外

都 市 ガ ス

 
（注1）売上高には事業間の内部取引を含んでおり、セグメント利益の算出には配賦不能営業費用を含んでいません。 
（注2）前期の数値は、前期の金額を新セグメントに組み替えた数値です。 

 
（５）主要計数 

当　期 前　期 増　減 増減率(%)
原 油 価 格（＄／bbl） 84.14 69.40 14.74 21.2
為 替 レ ー ト（ 円／＄ ） 85.74 92.89 △ 7.15 △ 7.7
設 備 投 資（ 億 円 ） 1,502 1,481 21 1.4
有 利 子 負 債（ 億 円 ） 5,841 5,559 282 5.1
支 払 利 息 等（ 億 円 ） 97 103 △ 6 △ 5.3
その他有価証券評価益（ 億 円 ） 233 320 △ 87 △ 27.0
営業キャッシュ・フロー （ 億 円 ） 2,448 1,998 450 22.5
Ｒ Ｏ Ａ （ ％ ） 5.2% 3.0% 2.2 ―
Ｒ Ｏ Ｅ （ ％ ） 11.4% 6.8% 4.6 ―  

 

２．通期（24年3月期）の業績予想 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
         

 
（単位：百万ｍ3、億円） 

14,624 △ 121 △ 0.8 13,371 △ 70 △ 0.5
17,520 2,168 14.1 15,390 2,092 15.7

都 市 ガ ス 13,224 1,854 16.3 12,400 1,684 15.7
都市ガス以外 4,296 315 7.9 2,990 409 15.8

570 △ 654 △ 53.5 330 △ 558 △ 62.9
520 △ 695 △ 57.2 380 △ 611 △ 61.7
330 △ 624 △ 65.4 270 △ 404 △ 60.0

対22年度増減 増減率(%)

連結決算

通期業績予想

(参考)個別決算

対22年度増減 増減率(%)

ガ ス 販 売 量
売 上 高

通期業績予想

営 業 利 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益   

（注）事業間の内部取引高は都市ガス以外の欄で調整しています。 
 

＜前提となる経済フレーム＞ 

原油価格（＄／bbl） 116.25 84.14 32.11 38.2
為替レート（円／＄） 85.00 85.74 △ 0.74 △ 0.9

今回通期見通し 22年度実績 増　減 増減率(%)

   

（注1）原油+1$/bblの収支影響：△12億円（売上高36億円、原料費48億円） 

（注2）為替 +1円/$の収支影響：△15億円（売上高60億円、原料費75億円） 

 

<当期決算のポイント>増収は2期ぶり、増益は2期連続。売上高は歴代2位(過去最高はH20)。経常利益は歴代5位(同H18) 

① 売上高は、気温影響及び扇島パワーステーション稼働等に伴う発電用需要の増加により、ガス販売量が7.9％増加したこ

と、並びに原料価格上昇に伴い原料費調整制度による単価増（364 億円）があったこと等で、都市ガス売上高が8.7％増

の1兆1,370億円となったこと、さらに同ステーションの稼働等に伴いその他エネルギー（電力）売上高も422億円増加

したこと等から、8.4％増の1兆5,352億円となりました。 

② 営業費用は、退職給付数理計算上の差異の負担減519億円があったものの、ガス原材料費が原油高の影響により1,036億

円増加したこと等により、6.2％増の1兆4,127億円となりました。この結果、営業利益は43.7％増の1,224億円となり、

これに営業外損益を加減算し、経常利益は45.5％増の1,215億円となりました。 

③ 当期は特別利益として豊洲用地売却等に伴う固定資産売却益399億円等を、特別損失として東日本大震災に伴う災害によ

る損失32億円等を計上し（前期は特別損益の計上はなし）、当期純利益は77.5％増の954億円となりました。 
④ なお、期末配当金につきましては、1株当たり4円50銭（中間配当金4円50銭と合わせ年間9円）を予定しています。 

また、110百万株、340億円を上限とする自己株式の取得を決議しました。 

平成 23 年 4 月 28 日

東京瓦斯株式会社 

＜業績予想のポイント＞ 

○ 業績予想は連結・個別とも前年度に比較し「増収減益」。 

○ 連結業績予想は前年度に比較し売上高は14.1％増加するものの、経常利益は57.2％減少の見通し。 

○ 個別業績予想は前年度に比較し、気温の影響等によりガス販売量は0.5％減少の見通し。 

○ 個別のガス売上高は販売量の減少に伴う減収があるものの、原料価格上昇に伴う原料費調整制度による単価増（1,774億円）

等により、1,684 億円・15.7％増の見通し。また、原材料費は原油高等により売上高の増加を上回る 1,959 億円・34.1％増

の見通し。また、退職給付数理計算上の差異の負担増226 億円等の減益要因があり、経常利益は611 億円・61.7％減の380

億円の見通し。 

○ 経済フレームは、原油価格116.25＄/bbl、為替レート85円/＄と想定。 



 

 

 

(参考) 

24年3月期は通常の収支変動要因（原油価格・為替レート変動、気温変動）に加え、下記の変動要因が想定されますが、現時点で

は顕在化の定量影響が不透明なため、顕在化時には機動的に業績予想を修正することとし､留意すべき事項のみ掲げます。 

【＋は当社グループ収益にプラス、△はマイナス影響】 

○需要家の被災による稼働減（△工業用・他事業者向供給販売量、△その他エネルギーセグメント（LNG販売）） 

○物流サプライチェーン回復遅れ･電力供給逼迫による日本経済の後退（△工業用・業務用販売量、△器具販売） 

○住宅資材不足・仮設住宅の優先建設による首都圏新築住宅件数の減（新設導管設備投資減、△新設ガス販売量･器具販売） 

○電力供給逼迫・節電影響（＋ビル空調用ガス販売量、△家庭用・業務用暖房向け販売量） 

○天然ガス発電の焚き増し・コージェネレーション稼働増（＋工業用販売量、＋その他エネルギーセグメント(LNG販売･電力販売））

○電化攻勢の後退（＋既築住宅切替の減少・新築住宅の増、＋器具販売、＋家庭用販売量） 

○復興需要に伴う工業用需要家の稼働増（＋工業用販売量） 

○耐震・水難・防災追加対策の実施（設備投資増、△諸経費増） 

 

 

 

 


